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出雲市地域商業等支援事業実施要領 

 
　制定 　　平 成２７ 年４ 月１ 日  

改 正　 　平成２ ９年 １月 １日  
平成３ ０年 ４月 １日  
平成３ ０年 ９月 １日  

平成３ １年 ４月 １日  
令和　 ２年 ４月 １日  

                                            　 　令和　 ３年 ４月 １日  
　 　令和　 ４年 ４月 １日  
　 　令和　 ５年 ４月 １日  

　 　令和　 ６年 ４月 １日  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　令和　 ８年 ４月 １日  

　改 正　 令和　８ 年７ 月２ ８日  
 
 

（趣旨） 

第１条　出雲市地域商業等支援事業の実施にあたっては、出雲市地域商業等支援事業費補

助金交付要綱(平成 27 年出雲市告示第 252 号。以下「要綱」という。）に定める

もののほか、この要領の定めるところによる。 

 

（事業区分ごとの補助金交付申請審査運用） 

第２条　別紙 1 及び別紙 2 で定める「審査運用基準」により審査等を行うものとする。 

 

（補助対象経費） 

第３条　国庫補助金、県補助金又は他の市補助金等の交付を受けている又は受ける見込み

である経費は、補助対象経費から除くこと。 

２　　　変更承認申請にあたり、補助事業者の責に帰す理由による申請額の増額は原則と

して認めないこととする。 

３　　　小売店等開業支援事業及び商業環境整備事業の災害対応枠について、受領する保
険金・共済金がある場合、保険・共済による補填額を除いた自己負担部分につい
ての経費を補助対象とする。 

 

（補助事業者） 

第４条　補助事業者は、次の各号の要件を備え、市税を滞納していない者とする。ただし、

カからクに掲げる事業を行う者及び団体は対象としない。 

　　　　なお、小売店等開業支援事業の対象となる業種の定義は、以下のアからオとする。 

　　　　　ただし、小売店等開業支援事業のうち災害対応枠については、次の業種に加え、

地域に欠かせない生活機能やサービスの提供、雇用の維持に不可欠なものとして

市が必要と判断する業種にかかる補助事業を実施する者も対象とする。 

 

　　　　また、要綱第 6 条に定める補助金の交付申請は一事業者につき一回限りとする。 

ア　小売業　　　　　　　日本標準産業分類大分類における小売業 

イ　宿泊業　　　　　　　日本標準産業分類大分類における宿泊業 

ウ　飲食サービス業　　　日本標準産業分類大分類における飲食サービス業 

エ　生活関連サービス業　日本標準産業分類大分類における生活関連サービス業

（ただし、易断所、観相業、相場案内業（けい線屋）

を除く） 

オ　娯楽業　　　　　　　日本標準産業分類大分類における娯楽業（ただし、

競輪・競馬等の競走場、競技団、芸ぎ業（置屋、検
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番を除く）、場外馬券売場、場外車券売場及び競輪

・競馬等予想業を除く） 

カ　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23 年法律第 122

号)第 2 条第 1 項に規定する風俗営業のうち、第 4 号又は同条第 5 項に規定

する性風俗関連特殊営業に属する事業。 

キ　宗教、政治・経済・文化団体 

ク　フランチャイズ・チェーン方式によると認められる事業（ただし、直営店以

外を除く。） 

 

（１）小売店等開業支援事業 

①　一般枠 

ア　次の要件をいずれも満たすこと。 

(ア)市内において、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、

娯楽業にかかる開店計画を有する中小企業者又は個人。 

(イ)原則として週 5 日以上、9 時から 17 時の間に 4 時間以上の営業を行うこ

と。 

イ　事業を行う店舗は次のいずれかの要件を満たすこと。 

(ア) 空店舗（商業の用（店舗、事務所）に供された実績があり、かつ開店日

まで 1 年以上その用に供されていないこと。） 

(イ) 空き家（開店日までに１年以上空き家であったものに限る。） 

②　中山間地域枠 

次の要件を備える者であること。 

ア　次の各号のいずれかに該当する者 

(ア)市内において、小売業に係る開店計画を有する会社又は個人 

(イ)市内において、小売業に係る事業承継計画又は改修・備品購入・備品リー

スの計画を有する中小企業者又は個人 

イ　市長が次の各号の全てに該当することを認めた計画を有する者 

(ア)食料品・日用品の販売により、地域住民の買い物不便対策に資すること。 

(イ)近隣に食料品等の小売店舗がある場合は、当該店舗を経営する事業者の 

理解を得ていること。 

　③　災害対応枠 

　　　令和 8 年 6 月 23 日に発生した出雲市今市町大規模火災により被災した県内中小企

業者のうち、消防署が発行する被災したことを証明する書類（り災証明書）を持つ

者 

（２）移動販売・宅配支援事業 

食料品・日用品の移動販売又は宅配を行う中小企業者、組合、商工会議所、商工会、

商工会連合会又は個人 

（３）商業環境整備事業 

①一般枠 

中小企業者、組合、商工会議所、商工会、商工会連合会、個人又は法人格を持たな

い任意の団体であって組織・会計等に関する規約を有する商店街組織 

②災害対応枠 

令和 8 年 6 月 23 日に発生した出雲市今市町大規模火災により被災した施設設備を

所有し、消防署が発行する被災したことを証明する書類（り災証明書）を持つ商店

街組織。 

（４）外国人接客向上支援事業 

中小企業者、組合、商工会議所、商工会、商工会連合会、個人又は法人格を持たな

い任意の団体であって組織・会計等に関する規約を有する商店街組織 
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（商工会議所等との連携） 

第５条　補助事業者は、計画の策定段階から実施後のフォローに至るまで商工会議所・商 

工会又は中小企業団体中央会（以下「商工会議所等」という。）と連携し、経営

指導などのサポートを受けること。 

２　　　商工会議所等の担当経営指導員は、「所管商工会議所等の担当経営指導員の意

見」（要綱様式第 1 号別紙 2）の記載にあたり、補助事業者に対してより確実性

の高い事業計画のため必要な助言をすること。 

３　　　補助事業者は、「補助事業遂行状況報告書」（要綱様式第５号）及び「事業実施

効果報告書」（要綱様式第 8 号）の記載にあたり、商工会議所等の経営指導員と

必ず協議を行うこと。 

４　　　小売店等開業支援事業（一般枠）の補助事業者は、開業後 6 ヶ月及び 12 ヶ月経

過時に、商工団体等の経営指導員と協議のうえ、事業経過報告書（様式第 1 号）

を市へ提出すること。 

　　　　ただし、補助事業遂行状況報告書の作成月と同月となる場合は、補助事業遂行 

状況報告書の提出をもって事業経過報告とみなす。 

 

（事業年度） 

第６条　補助事業は、原則として一会計年度で終了するものとする。 

ただし、小売店等開業支援事業及び移動販売・宅配支援事業については、事業効

果を上げるために一会計年度を越えて継続して支援することが必要と判断される

場合は、予算の範囲以内において以下のとおり実施することができる。 

① 小売店等開業支援事業については、補助開始月から 12 月を経過する年度まで 

② 移動販売・宅配支援事業については、補助開始年度から 2 年を経過する年度まで 

この場合の補助金交付申請は年度ごとに行うこととする。 

２　複数年度継続して補助する場合は、交付申請は年度ごとに行うこととし、交付決定

を受けなければならない。 

なお、複数年度継続して補助する場合の補助限度額は、対象事業 1 件について複数年 

度にまたがる事業費の総額が交付要綱第 5 条に掲げる額とする。 

３　小売店等開業支援事業及び商業環境整備事業の災害対応枠は、第 2 項の規定によら

ず、複数年度継続して補助する場合において、年度ごとの交付申請及び交付決定を行わ

ない。　　 

（概算払） 

第７条　要綱第 14 条で定められた概算払について、次の取扱いとする。 

（１）原則として、支払いが終わった経費のみ概算払をすることができるものとする。 

（２）要綱別表の移動販売・宅配支援事業の②に定める経費については、当該年度におけ

る交付決定日以降の対象経費が 200 千円を超えた後にのみ概算払をすることができるも

のとする。 

 

（移動 販売 ・ 宅 配 支 援 事 業 に 係 る業 務日 誌の 作成）  

第８条 　移動販売・宅配支援事業の運営経費への補助を申請する補助事業者は、事業の

実施にあたって業務日誌（様式任意であるが、運行日毎の販売した場所、売上、

移動距離、給油量等が記載されているもの）を作成すること。 

 

（補助金の返還）  

第９条　要綱第 18 条に定める補助金の返還は次の割合によるものとする。 

（１）補助金の交付決定の取り消し 

　　　　補助額の 10/10 
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（２）交付決定日から５年未満での補助事業の廃止 

　①　ソフト補助に係る部分（小売店等開業支援事業（一般枠）に限る） 

ア　交付決定日から１年未満で補助対象事業を廃止した場合　　　　　 

補助額の 10/10 

イ　交付決定日から１年以上３年未満で補助対象事業を廃止した場合 

補助額の 5/10 

ウ　交付決定日から３年以上５年未満で補助対象事業を廃止した場合 

補助額の 3/10 

②　ハード補助に係る部分 

補助額の 10/10 

 

（補助金の返還免除） 

第１０条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全部又

は一部の返還を免除することができる。 

① 災害により事業を継続できない場合 

② 補助事業者が個人事業者の場合、経営者の疾病又は死亡により事業を継続できない

場合 

③ その他補助事業者の責めに帰さない事由による場合などやむを得ないと認められる

場合 

２　前項の規定により補助金の返還の免除を受けようとする補助事業者は、様式第２号

により、返還免除の申請を行うことができる。 

３　市長は、前項の書類を受理したときは、その内容を審査し、その結果を補助事業者

に通知するものとする。 

（事業実施期間） 

第１１条　この事業の実施期間は第 6 条第 1 項第 1 号から第 2 号に規定する期間とする。 
　　　　　ただし、小売店等開業支援事業の災害対応枠については、令和 8 年 6 月 23 日

から令和 12 年 3 月 31 日までとし、商業環境整備事業の災害対応枠については、
令和 8 年 6 月 23 日から令和 11 年 3 月 31 日までとする。 

　　　　　なお、災害対応枠については、いずれも令和 10 年 3 月 31 日までに交付決定し、
着手した補助事業について対象とする。 

 

（事業実施期間） 

第１１条　この事業の実施期間は、平成２７年度から令和９年度までとする。 

　　 

　附　則 

　　この要領は、平成２７年４月１日から適用する。 

 

附　則 

　　この要領は、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附　則 

この要領は、平成２９年１月１日から適用する。 

 

附　則 

この要領は、平成３０年４月１日から適用する。 

 

附　則 

この要領は、平成３０年９月１日から適用する。 
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附　則 

　　この要領は、平成３１年４月１日から適用する。 

 

　　  附 　則  

この要領は、令和２年４月１日から適用する。 

 

附　 則  

この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

 

附　 則  

この要領は、令和４年４月１日から適用する。 

 

附　 則  

この要領は、令和５年４月１日から適用する。 

 

附　 則  

この要領は、令和６年４月１日から適用する。 

 

附　 則  

この要領は、令和８年４月１日から適用する。 

 

附　則 

この要領は、令和８年７月２８日から適用する。 
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（別紙 １）  
 

審 査運 用基準  
 

１　共通 

（１）交付決定後、5 年以上補助対象事業を行う事業計画を有すること。 
（２）家賃以外の経費にかかる発注については、原則として、交付決定後に行うものとす

る。ただし次に定める場合を除く。 
①　前年度に交付決定を受けた事業において、当該年度に補助対象経費となるもの

がある場合。 

（３）開店又は事業承継に要する経費は、開店後又は事業承継後の発注は補助対象経費と
　　して認められない。 
２　各事業の要件 
　 申請者は、要綱に規定するもののほか、下記を満たす者とする。 
（１） 小売店等開業支援事業共通 

①　中小企業者は、原則として県内に主たる事業所を置く事業者であること。 

ただし、商業機能が不足する地域での県外中小企業者の出店や地元出身者が県外 

で経営する店舗の地元出店など、市が地元商店街等の理解を得た上で認める 

場合はこの限りではない。 

②　原則として、県内での店舗移転は対象としない。 
  ③　補助事業者は、地域活動・まちづくり等への活動に積極的に参加するなど、 

地域への貢献が見込まれること。  
④　家賃において、店舗所有者と家賃支払者が次に定める密接な関係にないこと  

ア　三親等以内の親族  
イ　同居の親族  
ウ　出資額 50％を超えるいわゆる親子会社  

（２） 小売店等開業支援事業（一般枠） 

　　 ①　補助対象地域は次のとおりとする。 

ア　出雲地域 

出雲市中心市街地活性化協議会で中心市街地と指定した区域及び区域近隣の

商業地域。 

イ　平田地域 

都市計画道路平田環状線周辺、431 号線の平田本田交差点から本田橋交差点

までの東西の沿線、県道十六島直江停車場線の本田橋交差点から大堺橋交差

点までの南北の沿線（平田ショッピングセンターVIVA は除く）の商業地域、

近隣商業地域。ただし、商業地域以外であっても、商店街組織に加盟する事

業者であれば補助の対象とする。また、一畑薬師周辺において事業を行う、

一畑薬師観光協会に加盟する事業者は補助の対象とする。 

ウ　大社地域 

勢溜交差点から宇迦橋までの県道斐川出雲大社線周辺、市道大鳥居四ツ角線

　　　周辺及び四ツ角から手銭記念館までの市道四ツ角仮宮線周辺、国道４３１号

　　　との交点から四ツ角までの市道宮内川方線周辺、県道斐川出雲大社線との交

　　　点から神光寺橋までの市道馬場遙堪線周辺、都市計画マスタープランで定　

　　　める商業地域及び近隣商業地域。 

エ　斐川地域 

    　都市計画法で定める商業地域及び近隣商業地域。 

オ　共同店舗 

    　大社ショッピングセンター。 

 

（３） 移動販売・宅配支援事業 
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①　地域住民の消費生活を維持する上で不可欠であると判断される移動販売又は宅
配であること。 

②  食料品・日用品を、相当程度の品目数幅広く取り扱うものであること（食料品 
のみ取り扱う場合も対象とする）。 

③　補助事業者は、地域活動・まちづくり等への活動に積極的に参加するなど、地
域への貢献が見込まれること。  

④　宅配を行う場合は、小売業を行う者であること。  
⑤中山間地域で事業を実施する場合とは、最低週 3 日以上中山間地域において事業

を実施することを指す。計画書で確認ができるようにその旨記載すること。 
 

（４）　商業環境整備事業（一般枠） 
　　地域商業活性化を図るための商業環境の改善に資する以下に掲げる商業基盤施設（ 

街路灯、アーケード等）、コミュニティ施設、バリアフリー施設等について、顧客の
利便性を向上させることを目的として整備する事業。 

ア 高齢者・障害者対応施設 
　電動三輪車・四輪車及び車椅子等の取得、電動三輪車・四輪車用駐車場（充電施

設を含む）の整備、「島根県ひとにやさしいまちづくり条例」に対応した施設整
備・改修等  

イ 家族利用対応施設 
授乳所・乳児用施設、託児施設及び児童遊技場の整備等 

ウ 地域文化対応施設 
地域住民が利用できるコミュニティ施設、展示場及び催事場の整備等  

エ 地球環境対応施設 
空き缶回収設備、食品トレー回収設備及び生ゴミ処理機の整備等 

オ 防犯・防災対応施設 
消防設備の整備・改修、防犯設備、街路灯及び融雪・除雪設備の整備　等  

カ 一般公衆利便対応施設 
アーケード、特殊舗装、公衆トイレ、休憩所、バス停上屋・待合所、公共駐車場、
ストリートファニチャー、ポケットパーク、案内看板の整備等  

キ 顧客利便対応施設 
商店街ポイントカード、商店街カードのシステム導入に必要な設備整備等  

（５）外国人接客向上支援事業 

①　個店及び商店街等において外国人の誘客を促すための事業。 
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３　対象経費 
（１） 小売店等開業支援事業一般枠、中山間地域枠 

 科　目 内　　容　　等

 

共通

・来客が利用しない施設（従業員のみが利用する休憩室、トイレ等）の経

費は補助対象外とする。 

・駐車場は補助対象外とする。 

・国及び地方公共団体が所有する空店舗等は対象外とする。 

・使用目的が事業の遂行に必要不可欠であること 

・補助事業の実施に際して市内中小企業者に発注するよう努めること。
 

改修費

・原則として、補助事業者が所有すること。 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、200千円以上の場合は 

２者以上必要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管すること。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し、保管

すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること。 

・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。
 

備品購入費

・50千円未満の備品は補助対象外とする。（飲食店における食器等、大量

に購入して合計で50千円以上となる場合も対象外とする） 

・耐用年数は原則5年以上あること。（消耗品は補助対象外） 

・購入した備品は補助目的以外に使用することはできない。 

・原則として、補助事業者が所有すること。 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合は2者以

上必要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管すること。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し、保管

すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること。 

・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。
 

備品リース

料

・50千円未満の備品又は消耗品は補助対象外とする。（飲食店における食

器等、大量にリースして合計で50千円以上となる場合も補助対象外とする

） 

・備品は補助目的以外に使用することはできない。 

・付随して発生する経費(運賃、設置費等)も補助対象とする。 

・補助対象期間は交付決定日から交付決定年度の末日までを上限とする。 

・契約期間が補助対象期間を超える場合は、期間按分等により算出された

補助対象期間分のみが補助対象となる。 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合は２者

以上必要とする。 

・契約にあたっては契約書を作成し、保管すること。 

・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。
 

家賃

・開店月から起算して14か月の範囲で、交付決定以降にかかる家賃を補助

対象とする。 

・間仕切り等により物理的に住居等他の用途に供される部分と明確に区別

されている場合に限る。 

・敷金、権利金、手付金は補助対象外とする。 

・運営費(電気代、水道代等)及び共益費は補助対象外とする。 

・共同店舗内の空店舗（空区画）へ新たに事業協同組合に加入して出店す
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（２） 移動販売・宅配支援事業 

 る場合の組合賦課金は、同一店舗内のテナント家賃と同等額まで 

「家賃」とみなす。
 

広告宣伝費

・開店した店舗の誘客を目的としたものに限る。 

・以下の広告宣伝を対象とする 

　ａ　開店から3ヶ月経過するまでに配布、掲示するポスター、チラシ、

リーフレット、ショップカードの制作に要する経費 

　ｂ　開店から3ヶ月経過するまでに実施する雑誌広告、フリーペーパー

、web広告（3ヶ月経過するまでの掲載にかかる費用）、新聞広告、

新聞折り込みに要する経費 

　ｃ　開店から3ヶ月経過するまでに立ち上げるホームページ作成に要す

る経費（維持管理費は含まない） 

　ｄ　開店から3ヶ月経過するまでに放送するテレビ、ラジオCMに要する

経費 

　ｅ　開店から3ヶ月経過するまでに実施するDMに要する経費 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合は2者以

上の見積書を必要とする。ただし、b、dについて相見積もりは不要とす

る。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管すること。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し、保管

すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること。

 科　目 内　　容　　等

 
共通

・補助事業の実施に際して市内中小企業者に発注するよう努めるこ

と。
 

車両及び設備 

の 取 得 に 要 

する経費、広

告宣伝費

・車両を取得する場合は、移動販売又は宅配専用であること。 

・設備は移動販売又は宅配専用するために必要不可欠なものである

こと。 

・車両、設備ともに対象となる車両を移動販売車両として初めて活

用する際に必要となるものであること。（一度補助をした車両及

び付随する設備は所有者を変えても再度補助対象とはならない） 

・公課費（自動車税、自動車取得税及び自動車重量税等）、自動車

リサイクル料金、手続代行費用等は対象外とする。 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合は

2者以上必要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管すること

。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は、発注書を発行し、保管すること

。 

・200千円未満の経費については、補助対象外とする（大量に購入し

て合計で200千円以上となる場合も対象外とする）。 

・取得する車両、設置する設備の耐用年数は原則5年以上あること。 

・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。 

・広告宣伝費については、小売店等開業支援事業の内容等を準用す

ること。
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（３） 商業環境整備事業  

 
（４）外国人接客向上支援事業 

 

燃料費、車検

費用、修理費

、備品購入費

・交付決定日以降の年度内に要した経費が200千円未満である場合は

、補助対象外とする。 

・車検費用、修理費、100千円以上の場合は２者以上必要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管すること

。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。500千円未満の場合は発注書を発行し、保管する

こと。 

・車検に要する費用は、車検に係る技術料（点検検査代）及び部品

代を補助対象とする。公課費（自動車税、自動車取得税及び自動

車重量税等）、自動車リサイクル料金、手続代行費用等は対象外

とする。 

・修繕費は、移動販売を実施するうえで必要最低限のものを対象と

する。 

・修繕することにより従前より機能が高まるものは対象としない。 

・備品は冬用タイヤ等、移動販売を営むために必要不可欠なものと

する。 

・補助対象期間は交付決定日から交付決定年度の末日までを上限と

する。 

・50千円未満の備品又は消耗品は補助対象外とする。 

・備品は、レジ関連機器を除く。 

・備品の耐用年数は原則５年以上あること。 

・燃料費は、移動販売又は宅配を実施する上で必要となる活動（仕

入れや売れ残り処分時に走行した距離）も対象とする。

 科　目 内　　容　　等
 

共通
・補助事業の実施に際して市内中小企業者に発注するよう努めるこ

と。
 

 

設備整備に要

する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中小企業者の所有となる場合は対象外とする（補助事業者が事業

者を支援する場合も同様とする）。 

・既存施設の機能を高め、又は耐久性を高めるための整備事業は補

助対象とするが、機能維持のための修理・保守は補助対象外とす

る。 

・単なる更新は対象外とする。 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、200千円以上の場合は

2者以上必要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管すること

。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること。 

・設置する構築物の耐用年数は原則５年以上あること。 

・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。 

・土地の取得、使用、造成、補償に要する経費は補助対象外とする

。
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 科　目 内　　容　　等

 
共通

・補助事業の実施に際して市内中小企業者に発注するよう努めるこ

と。
  

外国人の誘客

を促すために

必要な経費 

・事業者の人件費、内部関係者の謝金、旅費、使用料等は補助対象

外とする。 

・外部の者に支払う旅費については、あらかじめ旅費支給に関する

規定を定め、それに従ったものであること。交通費及び宿泊料の

みを対象とし、その他の手当、食事代と認められるものは補助対

象外とする。 

・看板等の設備取得にあたっては、2者以上の見積書を取ること。
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（別紙 ２）  
 

審 査 運 用基 準（災 害対応 枠）  
 

１　共通 

（１）交付決定後、5 年以上補助対象事業を行う事業計画を有すること。 
（２）家賃以外の経費にかかる発注については、原則として、交付決定後に行うものとす

る。ただし次に定める場合を除く。 
①　被災した施設・設備の原状回復に要する経費、もしくは仮店舗及び新店舗の開

店に要する経費であって、支払証拠書等の書類が保管されている場合。 

（３）開店に要する経費について、開店後の発注は補助対象経費として認められない。 
（４）令和 10 年 3 月 31 日までに交付決定し、事業に着手した事業を補助対象とする。 

ア　小売店等開業支援事業（災害対応枠）については、事業実施期間は交付決定日
から令和 11 年 3 月 31 日までとし、原則として、交付決定を受けた年度を起算点
として 2 カ年を超えて事業を実施することはできないものとする。ただし、家賃
補助については除く。 

イ　商業環境整備事業（災害対応枠）については、事業実施期間は交付決定日から
令和 11 年 3 月 31 日までとし、原則として、交付決定を受けた年度を起算点とし
て 2 カ年を超えて事業を実施することはできないものとする。 

 

２　各事業の要件 
（１）　小売店等開業支援事業 
　　①　原則として、1 店舗あたり 1 回限りの申請とする。 

②　仮店舗及び新店舗については、商業持続化を図る観点等から出雲市内へ出店した
ものに限り補助対象とする。 

③　家賃については、市が定める焼損区域内で事業を行っており、被災により仮店舗

及び新店舗を出店する必要が生じた事業者のみ対象とする。 
④　家賃を補助対象とする場合、補助事業者は店舗所有者と次に定める密接な関係に

ないこと 
ア　三親等以内の親族 
イ　同居の親族 
ウ　出資額 50％を超えるいわゆる親子会社 

⑤　家賃補助については、契約日（令和 8 年 6 月 23 日以降の日付のものに限る）あ
るいは開店日から令和 12 年 3 月 31 日までのうち最大 24 月分を補助対象とする。 

⑥ 市が定める焼損区域については、出雲市消防本部の発表している焼損エリアとす

る。 

 
（２）　商業環境整備事業 
　　①　原則として、1 商店街組織あたり 1 回限りの申請とする。 
 
３　事前着手 

（１）早期の事業再構築を図るために必要な経費について、補助金の交付決定前であって
も、やむを得ない事情と市が認める場合は、令和 8 年 6 月 23 日以降に契約等を行
った事業に要する経費を補助対象経費とすることができる。 

（２）事前着手を認めた場合は、補助事業者ごとにその理由を付して市長に交付申請する
ものとする。 
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（（１）小売店等開業支援事業（災害対応枠） 
　（被災した店舗の再開に要する経費） 

 科　目 内　　容　　等

 

共通

・使用目的が事業の遂行に必要不可欠であること。 
・販売や有償レンタルを目的とした製品・商品等の調達に係る経費

等は補助対象外とする。 
・駐車場については、施設の原状回復に付随して行う場合に限り補

助対象とする。 
・交付決定日以前に着手した場合は、支払証拠書及び被災の状況と

原状回復の状況が確認できる写真等を保管すること。 
・交付決定日以前に着手し、やむを得ない事情により2者以上から

見積書を取得することができなかった場合は、理由書を作成し提
出すること。

 

設備修繕費、
施設改修費

・被災した施設（建物）又は設備の原状回復に要するものに限り補
助対象とする。 

・原則として、補助事業者が所有すること。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、200千円以上の場合

は２者以上必要とする。 
・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ

と。 
・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 
・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること

。 
・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。

 

備品等購入費

・被災した備品の原状回復に要するものに限り対象とする。 
・事業に利用する物品等を含み、総額が50千円以上のものに限る（

飲食店における食器等、大量に購入して合計で50千円以上となる
場合も補助対象とする）。 

・購入した備品は補助目的以外に使用することはできない。 
・原則として、補助事業者が所有すること。 
・備品を購入した際に付随して発生する経費(運賃、設置費等)も補

助対象とする。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合

は２者以上必要とする。 
・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ

と。 
・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 
・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること

。 
・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。

 

備品リース料

・50千円未満の備品又は消耗品は補助対象外とする。（飲食店にお
ける食器等、大量にリースして合計で50千円以上となる場合も補
助対象とする） 

・備品は補助目的以外に使用することはできない。 
・付随して発生する経費(運賃、設置費等)も補助対象とする。 
・補助対象期間は交付決定日から交付決定年度の末日までを上限と

する。 
・契約期間が補助対象期間を超える場合は、期間按分等により算出

された補助対象期間分のみが補助対象となる。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合

は2者以上必要とする。 
・契約にあたっては契約書を作成し、保管すること。 
・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。
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　（仮店舗又は新店舗の開店に要する経費） 

 

広告宣伝費

・仮店舗及び新店舗の宣伝に要するものに限り対象とする。 
　ａ　ポスター、チラシ、リーフレット、ショップカードの制作に

要する経費 
　ｂ　開店から3か月経過するまでに実施する雑誌広告、フリーペ

ーパー、web広告、新聞広告、新聞折り込みに要する経費 
　ｃ　開店から3か月経過するまでに立ち上げるホームページ作成

に要する経費（維持管理費は含まない） 
　ｄ　開店から3か月経過するまでに実施するテレビ、ラジオＣＭ

に要する経費 
ｅ　開店から3か月経過するまでに実施するDMに要する経費 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合
は2者以上必要とする。ただし、ｂ、ｄについて相見積もりは不
要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ
と。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し
、保管すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること
。

 科　目 内　　容　　等

 

共通

・駐車場は補助対象外とする。 
・販売や有償レンタルを目的とした製品・商品等の調達に係る経費

等は補助対象外とする。 
・使用目的が事業の遂行に必要不可欠であること。 
・交付決定日以前に着手した場合は、支払証拠書及び被災の状況が

確認できる写真等を保管すること。 
・交付決定日以前に着手し、やむを得ない事情により2者以上から

見積書を取得することができなかった場合は、理由書を作成し提
出すること。

 

改修費

・仮店舗及び新店舗での営業に要するものに限り対象とする。 
・原則として、間接補助事業者が所有すること。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、200千円以上の場合

は２者以上必要とする。 
・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ

と。 
・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 
・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること

。 
・テナント物件を改修する場合、退去時に原状回復することを前提

とした工事であること。
 

備品購入費

・仮店舗及び新店舗での営業に要するものに限り対象とする。 
・事業に利用する物品等を含み、総額が50千円以上のものに限る（

飲食店における食器等、大量に購入して合計で50千円以上となる
場合も補助対象とする）。 

・購入した備品は補助目的以外に使用することはできない。 
・原則として、間接補助事業者が所有すること。 
・備品を購入した際に付随して発生する経費(運賃、設置費等)も補

助対象とする。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合

は２者以上必要とする。 
・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ

と。 
・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 
・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること

。 
・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。
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（２）商業環境整備事業（災害対応枠） 

 

備品リース料

・50千円未満の備品又は消耗品は補助対象外とする。（飲食店にお
ける食器等、大量にリースして合計で50千円以上となる場合も補
助対象とする） 

・備品は補助目的以外に使用することはできない。 
・付随して発生する経費(運賃、設置費等)も補助対象とする。 
・補助対象期間は交付決定日から交付決定年度の末日までを上限と

する。 
・契約期間が補助対象期間を超える場合は、期間按分等により算出

された補助対象期間分のみが補助対象となる。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100円以上の場合は

２者以上必要とする。 
・契約にあたっては契約書を作成し、保管すること。 
・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。

 

広告宣伝費

・仮店舗及び新店舗の宣伝に要するものに限り対象とする。 
　ａ　ポスター、チラシ、リーフレット、ショップカードの制作に

要する経費 
　ｂ　開店から3か月経過するまでに実施する雑誌広告、フリーペ

ーパー、web広告、新聞広告、新聞折り込みに要する経費 
　ｃ　開店から3か月経過するまでに立ち上げるホームページ作成

に要する経費（維持管理費は含まない） 
　ｄ　開店から3か月経過するまでに実施するテレビ、ラジオCMに

要する経費 
ｅ　開店から3か月経過するまでに実施するDMに要する経費 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、100千円以上の場合
は２者以上必要とする。ただし、ｂ、ｄについて相見積もりは不
要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ
と。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し
、保管すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること
。

 

家賃

・国及び地方公共団体が所有する空店舗等で事業を行う場合は、対
象外とする。 

・契約にあたっては契約書を作成し、保管すること。 
・敷金、権利金、手付金は補助対象外とする。 
・運営費(電気代、水道代等)及び共益費は補助対象外とする。 
・共同店舗内の空店舗（空区画）へ新たに事業協同組合に加入して

出店する場合の組合賦課金は、同一店舗内のテナント家賃と同等
額まで「家賃」とみなす。

 科　目 内　　容　　等

 

共通

・使用目的が事業の遂行に必要不可欠であること。 
・駐車場については、施設の原状回復に付随して行う場合に限り補

助対象とする。 
・交付決定日以前に着手した場合は、支払証拠書及び被災の状況と

原状回復の状況が確認できる写真等を保管すること。 
・交付決定日以前に着手し、やむを得ない事情に相見積書を取得す

ることができなかった場合は、理由書を作成し添付すること。
 

設備修繕費、
施設改修費

・被災した施設（建物）又は設備の原状回復に要するものに限り補
助対象とする。 

・原則として、間接補助事業者が所有すること。 
・契約にあたっては見積書を取ること。なお、200千円以上の場合

は２者以上必要とする。 
・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ

と。 
・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し

、保管すること。 
・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること

。 
・事業開始後5年以上は補助目的に合致した活用を行うこと。
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撤去費

・被災した施設（建物）又は設備のうち、使用不能となった施設・
設備の撤去に限り補助対象とする。 

・契約にあたっては見積書を取ること。なお、200千円以上の場合
は2者以上必要とする。 

・契約金額が1,000千円以上の場合は契約書を作成し、保管するこ
と。 

・契約金額が500千円以上1,000千円未満の場合は注文請書を入手し
、保管すること。 

・契約金額が500千円未満の場合は発注書を発行し、保管すること
。
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（別紙３） 

 

 

小売店等開業支援事業における家賃に対する補助額の計算方法 

 

 

（１）補助対象期間が単年度の場合 

　　　　補助対象となる経費は、補助対象となる期間の家賃月額（消費税抜）の合計額

（円単位）とし、補助金額は補助対象となる経費に１／４を乗じ、千円未満を切

り捨てた額を２倍した額とする。 

（２）補助対象期間が複数会計年度の場合 

　　　　会計年度毎に計算する。補助対象となる経費は、当該会計年度で補助対象とな

る期間の家賃月額（消費税抜）の合計額（円単位）とし、補助金額は補助対象と

なる経費に１／４を乗じ、千円未満を切り捨てた額を２倍した額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度　         90,909 円×12 月＝1,090,908 円 

1,090,908 円÷1/4＝272,727 円（千円未満切り捨て） 

272,000 円×2＝544,000 円 

  補助総額　　　　　　 544,000 円 

 

 

 

 

 

 

令和５年度　          90,909 円×9 月＝818,181 円 

818,181÷1/4＝204,545 円（千円未満切り捨て） 

204,000 円×2=408,000 円 

令和６年度　          90,909 円×3 月＝272,727 円 

272,727÷1/4＝68,181 円（千円未満切り捨て） 

68,000 円×2=136,000 円 

  補助総額　　　　　　　544,000 円 

 

 

 

 

事例①：税込家賃額 100,000 円（税抜 90,909 円）、補助期間１２月（令和５年 

４月～令和６年３月）で補助する場合

事例②：税込家賃額 100,000 円（税抜 90,909 円）、補助期間１２月（令和５年 

７月～令和６年６月）で補助する場合


